
 

 

建設部 

１ 都市計画 ２－４ 

現行の都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）は、大正 8 年に制定された旧都市計画法が廃

止され、新たに制定されたものである。 

本市の一部地域が指定されている「佐賀都市計画区域」については、「市街化区域」と「市

街化調整区域」の区分が定められている。 

(1) 都市計画区域 

佐賀都市計画区域変遷表（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

○ 佐賀都市計画区域変遷表（佐賀市）                単位：ha 

告示年月日 
都市計画 

区域面積 

行政区域 

面  積 
区  域  範  囲 

－ 14,458 43,142 
佐賀市全域  10,376 諸富町全域 1,202 

大和町の一部 2,880  

平 22.10.1 22,085 43,142 

川副都市計画を変更して川副町の全域、東与賀町

及び久保田町の全域を佐賀都市計画区域とした。 

佐賀市全域  10,376 諸富町全域  1,202 

大和町の一部 2,880 川副町全域  4,649 

東与賀町全域 1,539 久保田町全域 1,439 

－  43,184 ※ 

※ 国土地理院が平成 26 年 10 月 1 日時点の「全国都道府県市区町村別面積調」に用い

る計測方法の変更と計測の基礎となる地図の切り替えを行ったことにより、より正確

となったものである。 

［参考］ 佐賀都市計画区域変遷表（旧佐賀市）             単位：ha 

告示年月日 
都市計画 

区域面積 

行政区域 

面  積 
区  域  範  囲 

昭 3．9．6 909 909 佐賀市全域 

昭 5．4．21 2,855 909 

佐賀市全域    兵庫村の一部 

巨勢村の一部   鍋島村の一部 

本庄村の一部   高木瀬村の一部 

北川副村の一部  西与賀村の一部 

昭 29．3．31 5,787 4,657 

昭和 29 年 3 月 31 日、佐賀市が巨勢村、兵庫

村、高木瀬村、西与賀村、嘉瀬村との合併、同

時に都市計画区域を変更した。 

佐 賀 市  4,657 

 旧佐賀市   909   新高木瀬町 701 

 新巨勢町   415    新西与賀町 538 

 新兵庫町  1,114   新嘉瀬町   980 

本 庄 村   416     鍋 島 村   462 

北川副村   252 
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告示年月日 
都市計画 

区域面積 

行政区域 

面  積 
区  域  範  囲 

昭 33．7．1 3,323.6 10,368 

昭和 30 年、11 町村との合併を完了し、都市計画

区域を再検討し変更した。 

○本庁管内全域 

○巨勢町大字牛島・高尾 

○北川副町大字木原・新郷 

○本庄町大字袋・本庄・正里・末次 

○西与賀町大字厘外 

○兵庫町大字藤木・西渕・渕 

○鍋島町大字八戸溝・八戸 

○高木瀬町大字高木・東高木 

昭 35．3．9 3,335 10,368 
新たに、西与賀町大字今津 11.4ha を都市計画区

域に編入した。 

昭 46．7．5 14,429 10,368 

大和都市計画を変更し、大和町全域より山村振

興地域 2,672ha を除く地域、佐賀市及び諸富町

の全域を佐賀都市計画区域とした。 

佐賀市全域  10,368 

諸富町全域   1,220 

大和町の一部  2,841 

－ 14,458 10,376 

佐賀市全域  10,376（※1） 

諸富町全域   1,202（※2） 

大和町の一部  2,880（※2） 

※1 面積は建設省が昭和 63.10.1 現在で境界未定（佐賀市及び神埼郡神埼町）の合計面積

として公表したものを従来の面積比で按分したものである。 

※2 国土地理院が「全国都道府県市区町村別面積調」に用いる国土地理院発行の地図の縮

尺が、昭和 63.10.1 現在の公表値より、5 万分の 1 から 2 万 5 千分の 1 に変更になり、

より正確となったものである。 

［参考］ 佐賀都市計画区域変遷表（諸富町）              単位：ha 

告示年月日 
都市計画 

区域面積 

行政区域 

面  積 
区  域  範  囲 

昭 46．7．5 14,429 1,220 

大和都市計画を変更し、大和町全域より山村振

興地域 2,672ha を除く地域、佐賀市及び諸富町

の全域を佐賀都市計画区域とした。 

佐賀市全域  10,368 諸富町全域  1,220 

大和町の一部  2,841 

－ 14,458 1,202 

佐賀市全域  10,376（※1） 

諸富町全域   1,202（※2） 

大和町の一部  2,880（※2） 

※1 面積は建設省が昭和 63.10.1 現在で境界未定（佐賀市及び神埼郡神埼町）の合計面積

として公表したものを従来の面積比で按分したものである。 

※2 国土地理院が「全国都道府県市区町村別面積調」に用いる国土地理院発行の地図の縮

尺が、昭和 63.10.1 現在の公表値より、5 万分の 1 から 2 万 5 千分の 1 に変更になり、

より正確となったものである。 
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［参考］ 佐賀都市計画区域変遷表（大和町）              単位：ha 

告示年月日 
都市計画 

区域面積 

行政区域 

面  積 
区  域  範  囲 

昭 35．7．8 

1,181 

(大和都市 

計画区域) 

5,513 大和町の一部を大和都市計画区域とした。 

昭 46．7．5 14,429 5,513 

大和都市計画を変更し、大和町全域より山村振

興地域 2,672ha を除く地域、佐賀市及び諸富町

の全域を佐賀都市計画区域とした。 

佐賀市全域 10,368 諸富町全域  1,220 

大和町一部  2,841 

－ 14,458 5,542 

佐賀市全域  10,376（※1） 

諸富町全域   1,202（※2） 

大和町の一部  2,880（※2） 

※1 面積は建設省が昭和 63.10.1 現在で境界未定（佐賀市及び神埼郡神埼町）の合計面積

として公表したものを従来の面積比で按分したものである。 

※2 国土地理院が「全国都道府県市区町村別面積調」に用いる国土地理院発行の地図の縮

尺が、昭和 63.10.1 現在の公表値より、5 万分の 1 から 2 万 5 千分の 1 に変更になり、

より正確となったものである。 

［参考］ 佐賀都市計画区域変遷表（川副町）              単位：ha 

告示年月日 
都市計画 

区域面積 

行政区域 

面  積 
区  域  範  囲 

平 2．6．30 

4,649 

(川副都市

計画区域) 

4,649 川副町の全域を川副都市計画区域とした。 

 

(2) 市街化区域と市街化調整区域 

都市計画区域において、都市の無秩序な市街化を防止し、計画的に市街化を図ることを

目的として、「市街化区域」と「市街化調整区域」が定められている。 

「市街化区域」は、すでに市街地を形成している区域及びおおむね 10 年以内に優先的か

つ計画的に市街化を図るべき区域であり、「市街化調整区域」は、市街化を抑制すべき区

域である。 
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○ 佐賀市（令和 2 年 4 月 1 日現在）                 単位：ha 

都 市 計 画 決 定 

内    容 

面  積 

年 月 日 告示番号 
市 街 化 

区  域 

市 街 化 

調整区域 

－ － 
平成 17年 10月 1日、1市 3 町 1 村により

市町村合併した。 
2,950 11,508 

－ － 
平成 19 年 10 月 1 日、1 市 3 町により市町村

合併した。 
2,950 11,508 

平22.10.1 
佐賀県告示

第 340 号 

川副町、東与賀町及び久保田町の全域を市

街化調整区域に編入した。 
2,950 19,135 

平30.9.28 
佐賀県告示

第 391 号 

都市計画に関する基礎調査の結果により、

区域区分線を見直した。 
2,955 19,130 

［参考］ 旧佐賀市                           単位：ha 

都 市 計 画 決 定 

内    容 

面  積 

年 月 日 告示番号 
市 街 化 

区  域 

市 街 化 

調整区域 

昭46．7．6 
佐賀県告示 

第 340 号 

旧佐賀市全域及び巨勢町、北川副町、

本庄町、西与賀町、鍋島町、高木瀬町

の一部を市街化区域とした。 

2,118 8,250 

昭55．11．1 
佐賀県告示 

第 740 号 

鍋島町、高木瀬町の一部（ 150ha）を

市街化区域に編入した。 
2,268 8,100 

昭63．1．5 
佐賀県告示 

第 1 号 

兵庫町の一部（67ha）を市街化区域に

編入した。 
2,335 8,033 

※ 10,376 

平10．9．2 
佐賀県告示 

第 484 号 

兵庫町の一部（ 132ha）を市街化区域

に編入した。 
2,467 7,909 

平10．12．18 
自治省告示 

第 285 号 

金立町大字金立の一部（ 1ha）と佐賀

郡大和町大字久池井の一部（ 1ha）の

市町の境界変更に伴い市街化区域及び

市街化調整区域を修正した。 

2,466 7,910 

※ 面積は建設省が昭和 63.10.1 現在で境界未定（佐賀市及び神埼郡神埼町）の合計面積

として公表したものを従来の面積比で按分したものである。 
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［参考］ 諸富町                           単位：ha 

都 市 計 画 決 定 

内    容 

面  積 

年 月 日 告示番号 
市 街 化 

区  域 

市 街 化 

調整区域 

昭46．7．6 
佐賀県告示 

第 340 号 

大字寺井津、大字為重、大字山領、大

字諸富津及び大字徳富の一部を市街化

区域とした。 

228 992 

昭55．11．1 
佐賀県告示 

第 740 号 

徳富地区外（26ha）を市街化区域に編

入した。 
254 966 

※ 1,202 

※ 国土地理院が「全国都道府県市区町村別面積調」に用いる国土地理院発行の地図の縮

尺が、昭和 63.10.1 現在の公表値より、5 万分の 1 から 2 万 5 千分の 1 に変更になり、

より正確となったものである。 

［参考］ 大和町                           単位：ha 

都 市 計 画 決 定 

内    容 

面  積 

年 月 日 告示番号 
市 街 化 

区  域 

市 街 化 

調整区域 

昭46．7．6 
佐賀県告示 

第 340 号 

大字尼寺の一部と大字久池井の一部を

市街化区域とした。 
220 2,621 

※ 2,880 

平10．9．2 
佐賀県告示 

第 483 号 

大字久池井の一部（ 9.3ha 小川東地

区）を市街化区域に編入した。 
229 2,651 

平10．12．18 
自治省告示 

第 285 号 

大字久池井の一部（ 1ha）と佐賀市金

立町大字金立の一部（ 1ha）の市町の

境界変更に伴い市街化区域及び市街化

調整区域を修正した。 

230 2,650 

※ 国土地理院が「全国都道府県市区町村別面積調」に用いる国土地理院発行の地図の縮

尺が、昭和 63.10.1 現在の公表値より、5 万分の 1 から 2 万 5 千分の 1 に変更になり、

より正確となったものである。 

［参考］ 川副町・東与賀町・久保田町                 単位：ha 

都 市 計 画 決 定 

内    容 

面  積 

年 月 日 告示番号 
市 街 化 

区  域 

市 街 化 

調整区域 

平22．10．1 
佐賀県告示 

第 340 号 

川副町、東与賀町及び久保田町の全域

を市街化調整区域に編入した。 
― 7,627 

 

(3) 用途地域 

都市活動の機能性、安全性、快適性等の増進を目的とした土地利用計画を決定するにあ

たって、発展の経緯、空間的構造等を把握すると共に将来の人口・産業等の規模を想定し
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て、都市としての適正な機能及び環境を維持できるよう指定している。 

本市においては、昭和 13 年に用途地域の区域指定を受け、その後数度の変更を重ね、法

改正により昭和 48 年に 8 種類の用途地域を指定した。 

その後、平成 4 年の法改正により用途地域が 8 種類から 12 種類に細分化されたことに伴

い、平成 8 年 4 月 1 日に新用途地域を指定した。 

                 令和 2 年 4 月 1 日現在 

種  類 面 積(ha) 面積割合(%) 建蔽率(%) 容積率(%) 

住 

 

居 

 

系 

第一種低層住居専用地域 

 

小 計 

311.6 

 20.8 

332.4 

10.5 

 0.7 

11.2 

50 

60 

 

80 

100 

 

第二種低層住居専用地域  10.2  0.4 50 80 

第一種中高層住居専用地域 

 

小 計 

593.3 

  8.5 

601.8 

20.1 

 0.3 

20.4 

60 

60 

 

200 

150 

 

第二種中高層住居専用地域 151.1 5.1 60 200 

第  一  種 住 居 地 域 782.9 26.5 60 200 

第  二  種 住 居 地 域 145.1  4.9 60 200 

準 住 居 地 域  98.6  3.3 60 200 

商

業

系 

近 隣 商 業 地 域 196.6  6.7 80 200 

商 業 地 域 

 

小 計 

130.5 

 37.3 

167.8 

 4.4 

 1.3 

 5.7 

80 

80 

 

400 

500 

 

工

業

系 

準 工 業 地 域 349.1 11.8 60 200 

工 業 地 域  77.6  2.6 60 200 

工 業 専 用 地 域  41.9  1.4 60 200 

 計 2,955.1 100.0   

 

(4) 特別用途地区 

特別用途地区は、用途地域内においてその用途を補完し、特別の目的から土地利用の増

進、環境の保護等を図るために定めるものであり、この地区では用途地域による制限のほ

か、地方公共団体の条例により地区の特性に応じた規制が行われる。 

本市においては、都市計画法第 8 条第 1 項第 2 号による特別用途地区として、次表のと

おり指定しており、「佐賀市特別用途地区建築条例」及び「佐賀市特別工業地区条例」を

制定している。 

① 文教地区 

この地区は、佐賀市中心部にあり、学校・図書館・博物館等の教育文化施設が集中的に

立地しており、この地区の教育文化の環境を保護する必要があるため文教地区に指定した。 

② 第 1 種特別業務地区及び第 2 種特別業務地区 

佐賀駅の高架事業に伴い鍋島駅が貨物駅となったため、貨物運送業・倉庫業及び卸売業

等の流通関係施設の集団立地を図るため、鍋島駅南側の土地区画整理事業地域内の都市計

画道路上多布施町北島線以北を第 1 種特別業務地区に、それ以南及び東側にある準工業地
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域を第 2 種特別業務地区に指定した。 

③ 第 3 種特別業務地区 

主要幹線道路（都市計画道路環状南線・環状北線）の開通に伴い、自動車の販売及び整

備等の自動車関係業種の再配置が必要と考えられ、これら特別業種の集中立地と利便を図

るため、幹線道路沿線を第 3 種特別業務地区に指定した。 

④ 特別工業地区 

早津江川沿いの寺井津に位置する集落地は、漁家の住宅及び作業場が多く立地しており、

この地区に乾海苔及び味付海苔製造等の海苔加工施設の立地を誘導し地場産業を育成する

ため、国道 444 号線（旧道）以南に特別工業地区を指定した。 

               令和 2 年 4 月 1 日現在 

地 区 別 面 積 最終指定年月日 当初指定年月日 

文   教   地   区 129.3ha 
平成 30 年 9 月 28 日 

佐賀市告示第 135 号 

昭和 48 年 12 月 27 日 

佐賀市告示第 94 号 

第 1 種特別業務地区 14.2ha 
平成 30 年 9 月 28 日 

佐賀市告示第 135 号 

昭和 48 年 12 月 27 日 

佐賀市告示第 94 号 

第 2 種特別業務地区 22.1ha 
平成 30 年 9 月 28 日 

佐賀市告示第 135 号 

昭和 48 年 12 月 27 日 

佐賀市告示第 94 号 

第 3 種特別業務地区 72.2ha 
平成 30 年 9 月 28 日 

佐賀市告示第 135 号 

昭和 48 年 12 月 27 日 

佐賀市告示第 94 号 

特 別 工 業 地 区 21.6ha 
平成 30 年 9 月 28 日 

佐賀市告示第 135 号 

昭和 48 年 12 月 27 日 

諸富町告示第 76 号 

計 259.4ha   

 

(5) 高度地区 

高度地区は、建築物の高さについて用途地域を補完するもので、「市街地の環境を維持

するため、建築物の『最高限度』を定める」ものと「市街地の土地利用の増進を図るため

建築物の『最低限度』を定める」ものとの 2 種類がある。 

本市においては、『最高限度』を定めている。  

                            令和 2 年 4 月 1 日現在 

種  類 面 積 建築物の高さの最高限度 告示年月日 

高 度 地 区 

（城内周辺地区） 
約 92.0ha 

1  建築物の高さの最高限度は、

15m とする。 

2  建築物（軒の高さが 7m 未満か

つ地階を除く階数が 2 以下のもの

を除く。）の各部分の高さは、当

該部分から前面道路の反対側の境

界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離が 8m 以下の範囲に

あっては当該水平距離に 1.25 を

乗じて得たものに 5m を加えたも

の以下とする。 

平成 14 年 9 月 13 日 

佐賀市告示第 99 号 
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(6) 高度利用地区 

市街地における土地利用の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る地区であ

る。この地区では、容積率の最高限度、最低限度及び建築面積の最低限度等を定めている。  

令和 2 年 4 月 1 日現在 

種  類 面 積 
容積率の 

最高限度 

容積率の 

最低限度 

建 蔽 率 の 

最 高 限 度 

建築面積の 

最 低 限 度 

指 定 

年月日 

高度利用地区 

(佐賀中央第 1 地区) 
約 0.9ha 

500％ 

以下 

200％ 

以上 

80％ 

以下 
200 ㎡以上 

平成 2 年 

3 月 28 日 

・市街地再開発事業施行区域   ・壁面の位置の制限なし 

※ ただし、建蔽率の最高限度は、建築基準法第 53 条第 3 項各号のいずれかに該当する

建築物にあっては 10％を、同項第 1 号及び第 2 号に該当する建築物又は同条第 4 項第

1 号に該当する建築物にあっては 20％をそれぞれ加えた数値とする。 

 

(7) 防火地域及び準防火地域 

市街地における火災の危険を防除するため、防火地域及び準防火地域に指定している。

この地域では、建築物を耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要する。  

                            令和 2 年 4 月 1 日現在 

種  別 面  積 
最終指定年月日 

告 示 番 号 
備  考 

防火地域 1.72ha 
昭和 35 年 3 月 29 日 

建設省告示第 395 号 

中央大通り一帯 

（道路両側とも奥行き 11m） 

準防火地域より分離 

準防火地域 459.68ha 
昭和 35 年 3 月 29 日 

建設省告示第 395 号 

当初指定年月日 

昭和 24 年 8 月 29 日 

建設省告示第 739 号 

461.4ha 

 

(8) 風致地区 

都市において自然的な要素に富んだ土地における良好な自然的景観を維持するために定

め、「佐賀市風致地区内における建築等の規制に関する条例」の適用を受ける。この条例

により建築物の建築、土地の形質の変更又は木材の伐採等の行為についてあらかじめ市長

の許可を必要とする。  
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                            令和 2 年 4 月 1 日現在 

名  称 位  置 面  積 最終指定年月日 当初指定年月日 

神野公園風致

地区 
神園四丁目地内 6.4ha 

平成 26 年 5 月 30 日 

佐賀市告示第 100 号 

昭和 25 年 7 月 5 日 

建設省告示第 696 号 

15.0ha 

松原公園風致

地区 
松原二丁目地内 7.0ha 

平成 26 年 5 月 30 日 

佐賀市告示第 100 号 

昭和 25 年 7 月 5 日 

建設省告示第 696 号 

8.0ha 

 

(9) 地区計画 

地区計画とは、同じ特性をもった地区（一定のまとまりのある街区や市街地）において、

その特性に応じた良好なまちづくりを目指し、土地の所有者、関係権利者などと行政が一

緒になってつくる、建築に関する制限などのきめ細かいルールである。 

地区計画は次の二つから構成されている。  

① 地区計画の方針 

将来、地区をどのようにするかという地区の将来構想を定めるものであり、地区計画の

目標や地区の整備、開発及び保全の方針を決める。 

② 地区整備計画 

地区の方針に沿って具体的なルールを定めるものであり、地区計画区域の全部又は一部

に、道路、公園、広場などの施設の配置や建築物等に関する制限などを詳しく定める。 

※ 具体的な規制があり、届出も必要となる。 

本市においては、兵庫北地区地区計画、佐賀城内地区地区計画、新県立病院建設地区地

区計画及び藤木西地区地区計画の都市計画決定を行った。 

                                令和 2 年 4 月 1 日現在 

名 称 位   置 面 積 最終指定年月日 当初指定年月日 

兵 庫 北 

地 区 

兵庫北一丁目、二丁

目、三丁目、四丁目、

五丁目、六丁目及び七

丁目地内 

123.4 

ha 

平成 27 年 3 月 10 日 

佐賀市告示第 40 号 

平成 18 年 5 月 24 日

佐賀市告示第 113 号 

佐 賀 城 内 

地 区 

城内一丁目、城内二丁

目、水ヶ江一丁目、水

ヶ江三丁目地内 

64.0 

ha 

平成 22 年 2 月 19 日 

佐賀市告示第 23 号 

平成 19 年 4 月 20 日

佐賀市告示第 79 号 

新 県 立 

病 院 建 設

地 区 

嘉瀬町大字中原字三本

黒木籠及び字五本谷籠

地内 

6.4 

ha 

平成 20 年 10 月 1 日 

佐賀市告示第 183 号 

平成 20 年 10 月 1 日

佐賀市告示第 183 号 

藤 木 西 

地 区 

兵庫町大字藤木字一本

松地内 

2.2 

ha 

平成 25 年 3 月 19 日 

佐賀市告示第 35 号 

平成 25 年 3 月 19 日

佐賀市告示第 35 号 

東 山 田 

地 区 

大和町大字東山田及び

大字川上地内 

7.7 

ha 

平成 31 年 2 月 1 日 

佐賀市告示第 14 号 

平成 31 年 2 月 1 日 

佐賀市告示第 14 号 
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２ 区画整理 ２－４ 

土地区画整理事業は、土地区画整理法に基づき、都市計画区域内の土地について、公共施設

の整備改善及び宅地の利用の促進を図るため、土地の区画形質の変更及び公共施設の新設又は

変更を行う事業である。  

(1) 佐賀市の土地区画整理事業 

地区名 施行者 

施行 

面積 

(ha) 

区域 

決定 

年月

日 

事業 

認可 

年月

日 

施行 

年度 

総事 

業費 

(百万円) 

減歩率 

（％） 

整備 

状況 
概  要 

佐 賀 佐賀市 13.5 
S12 

3.31 
不明 

S13～

S15 
不明 不明 施行済 不明 

神 野 

(第 1 工区) 
佐賀市 33.3 

S31 

10.8 

S32 

5.4 

S35～

S52 
950 16.8 施行済 

第 1 工区（33.3ha） 

第 2 工区（50.2ha） 

佐賀駅高架事業と同

時に施行し、駅周辺

の街づくりをした。 

第 3 工区（26.9ha） 

鍋島駅周辺を貨物駅

流通センターとして

整備した。 

神 野 

(第 2 工区) 
佐賀市 50.2 

S31 

10.8 

S32 

5.4 

S42～

S56 
3,498 19.8 施行済 

神 野 

(第 3 工区) 
佐賀市 26.9 

S47 

2.4 

S47 

10.11 

S47～

S55 
1,138 17.5 施行済 

西神野 組 合 34.6 
S48 

11.9 

S49 

1.28 

S48～

S55 
1,322 25.2 施行済 

佐賀競馬場の鳥栖市

移転に伴い跡地を中

心として市街地を造

成した。 

八戸溝 共 同 10.2 － 
S50 

7.2 

S50～

S51 
348 37.0 施行済 

環状北線の開通と、

貨物駅の移転に伴い

環状北線沿いに商業

卸売団地を整備し

た。 

鍋 島 組 合 93.4 
S55 

11.1 

S56 

2.6 

S55～

H2 
6,710 27.6 施行済 

佐賀医科大学（現佐

賀大学医学部）の開

設に伴い、学園都市

としての街づくりを

目的として整備し

た。 
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地区名 施行者 

施行 

面積 

(ha) 

区域 

決定 

年月

日 

事業 

認可 

年月

日 

施行 

年度 

総事 

業費 

(百万円) 

減歩率 

（％） 

整備 

状況 
概  要 

兵 庫 組 合 66.7 
S63 

1.5 

S63 

2.10 

S62～

H9 
11,201 30.4 施行済 

東部地域の開発の一環

として環状東線を中心

とする都市計画道路の

整備と併せて健全な市

街地の形成を図るため

整備した。 

兵庫北 組 合 120.7 
H10 

9.2 

H10 

10.16 

H10～

H26 
16,638 33.6 施行済 

兵庫土地区画整理地

区と一体的な整備を

図ると共に都市計画

道路の整備と併せて

健全な市街地の形成

を図った。 

旧佐賀市計  449.5          

諸富町 

大 津 
組 合 5.4 － 

H3 

7.19 

H3～

H6 
399 33.1 施行済 

市街化区域の農地で

あり、河川整備と良

好な住宅市街地の供

給を目的として整備

した。 

大和町 

国 分 
組 合 0.8 － 

H5 

9.22 

H5～

H8 
86 35.2 施行済 

市街化区域の農地で

あり、街路や下水路

整備を先行して、良

好な住宅市街地の供

給を目的として整備

した。 

大和町 

新 道 
組 合 1.7 － 

H7 

1.25 

H6～

H12 
215 35.6 施行済 

無秩序な市街化に対

処するため、事業を

実施して公共施設の

整備などで健全な市

街地の形成を図 っ

た。 

大和町 

小川東 
組合 8.8 － 

H12 

9.29 

H12～

H18 
850 56.7 施行済 

高速道路のＩＣに近

く、都市基盤の整備

と快適な住宅市街地

の形成を図った。 

旧郡部  16.7        

計 13 466.2     
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３ 地籍調査事業 ２－４ 

地籍調査は、国土調査法（昭和 26 年 6 月 1 日法律第 180 号）及び国土調査促進特別措置法

（昭和 37 年 5 月 19 日法律第 143 号）に基づく国土調査の一環として、土地の一筆ごとの所有

者、地番、地目を調査し、境界の位置と面積を測量する調査です。  

(1) 佐賀市の地籍調査 

昭和 43 年度から地籍調査を実施しており、旧大和町、旧富士町、旧三瀬村、旧諸富町、

旧久保田町、旧川副町及び旧東与賀町は完了している。現在は旧佐賀市中心部のみ未実施

となっており、平成 28 年度から旧佐賀市中心部における地籍調査を再開した。 

なお、計画面積 354.91ｋ㎡のうち実施面積は 339.22ｋ㎡であり、進捗率は 95.6％であ

る。 

事業費負担割合：国 50％、県 25％、市 25％ 

○ 旧佐賀市(平成 28 年度より再開)                  単位：ｋ㎡ 

実  施  地  区 実施年度 実施面積 

嘉瀬地区（鍋島の一部含む） S52  9.20  

西与賀・本庄地区（嘉瀬及び蓮池の一部含む） S53  9.74 

鍋島・蓮池地区 S54 12.00 

金立・久保泉地区（南部） S55 11.43 

金立・久保泉地区（中部） S56  8.52 

金立・久保泉地区（北部）・北川副・巨勢地区（東部） S57  7.07 

北川副・巨勢地区（西部）・兵庫町（一部）地区 S58  8.76 

兵庫町（一部）地区 S59  8.67 

高木瀬（一部）地区 S60  4.28 

高木瀬町（一部）・日の出一丁目、二丁目・高木団地・若宮三

丁目・新中町・八丁畷町 
S61 2.31 

鍋島町（一部）・卸本町・神園四丁目 S62  1.24 

鍋島町（一部）・八戸溝一丁目、二丁目、三丁目・天祐一丁

目、二丁目・天祐団地・神園五丁目、六丁目 
S63 1.16 

計  84.38 

○ 旧大和町（事業完了）                      単位：ｋ㎡ 

実  施  地  区 実施年度 実施面積 

池上 S44～S46  3.97 

東山田 S47  2.36 

久留間・川上（一部） S48  2.24 

尼寺（一部）・久池井（一部） S49  2.34 

尼寺（一部）・久池井（一部） S50  3.38 

久池井（一部） S51  3.07 
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実  施  地  区 実施年度 実施面積 

梅野（一部） S52  4.70 

梅野（一部）・松瀬（一部） S53  4.36 

久留間（一部）・川上（一部） S54  4.03 

川上（一部）・東山田（一部）・久池井（一部） S55  3.38 

川上（一部）・八反原 S56  3.22 

松瀬（一部）・名尾 S57  3.48 

松瀬（一部） S58  4.26 

松瀬（一部） S59  3.41 

計  48.20 

○ 旧富士町（事業完了）                      単位：ｋ㎡ 

実  施  地  区 （大字） 実施年度 実施面積 

上合瀬・下合瀬（一部） S49～50  3.26 

下合瀬（一部） S50  1.35 

古場（一部）・藤瀬（一部） S51  3.09 

古場（一部）・藤瀬（一部） S52  7.20 

下無津呂 S53  3.21 

上無津呂 S54 13.29 

麻那古・中原・大串・大野（一部） S55 15.26 

栗並・大野（一部） S56 11.11 

関屋 S57 10.99 

小副川 S58 11.37 

畑瀬・古湯 S59  9.23 

杉山・市川（一部）・苣木（一部） S60  7.76 

市川（一部） S61 12.27 

鎌倉・苣木（一部） S62  7.93 

上熊川・内野・下熊川 S63 10.14 

計  127.46 

○ 旧三瀬村（事業完了）                      単位：ｋ㎡ 

実  施  地  区 （字名） 実施年度 実施面積 

明神 S63  0.32 

菅田・西ノ谷・宮ノ口・田ノ宇曽 H 1  1.91 

原田・野田・詰ノ瀬・園田・宇土・床並 H 2  2.52 

中谷・西落合・浦田・松尾南 H 3  2.15 

岸高・神有・原ノ谷・今原・軽井谷 H 4  2.25 

山中・反田・宿・長畑・境峠 H 5  2.81 

丸駒・土師・小切・栗原（甲） H 6  2.23 
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実  施  地  区 （字名） 実施年度 実施面積 

井手野・吉野山・栗原（乙） H 7  1.44 

ゾウメキ・柳瀬・杉本・長谷 H 8  2.53 

桜・湯穴・岸下・北向・船石・芹田 H 9  2.47 

大谷・池田・川原谷・笹ノ瀬・裏田・高山・山谷・鳥巣 H10  2.08 

早馬・岸高・大地・天塘・小ケ倉・柳谷 H11  2.97 

薙野・井頭・牟田元・椎ノ木・大佐古・小竹・岩屋・平松 H12  2.40 

計  28.08 

○ 旧諸富町（事業完了）                      単位：ｋ㎡ 

実  施  地  区 （大字） 実施年度 実施面積 

大字大堂（一部） S46  3.10 

大字山領・大字大堂（一部）・大字徳富（一部）・大字為重

（一部）・大字諸富津（一部） 
S47  6.79 

大字寺井津・大字徳富（一部）・大字為重（一部）・大字諸富

津（一部） 
S48  2.13 

計  12.02 

○ 旧久保田町（事業完了）                     単位：ｋ㎡ 

実  施  地  区 （大字） 実施年度 実施面積 

大字徳万（一部）・大字久富（一部）・大字新田（一部）・大

字久保田（一部）・大字江戸 
S43 8.75 

大字徳万（一部）・大字久富（一部）・大字新田（一部）・大

字久保田（一部） 
S44 5.43 

計 

 

 14.18 

○ 旧川副町（事業完了）                      単位：ｋ㎡ 

実  施  地  区 （大字） 実施年度 実施面積 

大字大詫間の一部 H 6 1.31 

大字大詫間の一部 H 7 4.01 

大字大詫間の一部 H 8 0.45 

大字大詫間の一部 H 9 0.44 

大字福富の一部 H10 0.38 

大字福富、早津江、早津江津の各一部 H11 0.47 

大字早津江、早津江津の各一部 H12 0.52 

大字西古賀、小々森の各一部 H13 0.54 

大字西古賀、小々森の各一部 H14 0.49 

大字小々森の一部 H15 1.91 

大字鹿江の一部 H16 0.72 

大字鹿江の一部 H17 0.58 
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実  施  地  区 （大字） 実施年度 実施面積 

大字犬井道の一部 H18 0.46 

大字犬井道の一部 H19 0.33 

大字犬井道の一部 H20 0.59 

大字犬井道の一部 H21 0.52 

大字南里の一部 H22 0.63 

大字犬井道の一部 H23 1.85 

大字南里の一部 H24 0.73 

大字南里の一部 H30 0.07 

計  17.00 

○ 旧東与賀町（事業完了）                     単位：ｋ㎡ 

実  施  地  区 （字名） 実施年度 実施面積 

大字下古賀字東大授,大字田中字中大授,大字飯盛字第二戊申 S61 2.28 

大字下古賀字年徳搦,東社搦,中社搦,千秋搦 

大字田中字西社搦,東大搦 

大字飯盛字西大授、中大搦、西大搦、東戊辰、白島搦、土居外 

S62 3.71 

大字下古賀字二本榎、小搦、大明神搦、三本榎、四本榎、外

搦、孫十搦、東栄徳搦、西栄徳搦、土居副、年徳搦、千秋搦 

大字田中四本榎、五本榎、一本杉、二本杉、一本谷、二本桃、

一本桃、二本谷、三本杉、四本杉、五本杉、ツルの内、住吉、

一本柳、二本柳、二番搦 

大字飯盛字二本榎、三本榎、津留、土居外、一本柳、二本柳、

三本柳、一本谷、利右エ門搦、権佐エ門搦、伊十搦、大搦、白

島搦 

S63 0.78 

大字下古賀字三本榎、四本榎、一本黒木、二本黒木、船津、三

本黒木、二本杉、三本杉、四本杉、五本杉、一本松、三本松、

四本谷、五本谷、一本榎、四本黒木、土居副、小石佐屋、今

町、二本榎 

大字田中字三本黒木、四本黒木、五本松、五本黒木、三本谷、

二本谷、一本谷、二本杉、一本杉、五本榎、一本桃 

大字飯盛字二本榎、五本榎 

H 1 0.57 

大字下古賀字二本谷、三本谷、四本谷、五本谷、一本杉、二本

榎、二本杉、実久、一本榎、五本杉、三本杉、四本杉、四本榎 

大字田中字一本杉、一本黒木、二本黒木 

大字飯盛字一本松、二本松、三本松、四本松、五本松、二本

柳、三本柳、一本杉、一本榎、三本谷、一本谷、二本谷 

H 2 0.53 

東与賀町全域（取りまとめ工程） H 3 0.03 

計  7.90 
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４ 歴史まちづくり推進事業 ５－６ 

平成 20 年 11 月に施行された「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律」（歴

史まちづくり法）に基づき策定した佐賀市歴史的風致維持向上計画が、平成 24 年 3 月 5 日に

国の認定を受けた。  

この計画に基づき、平成 24 年度から令和 3 年度までの 10 年間、認定計画に記載した事業を

重点区域（佐賀城下町地区）内で展開し、地域の歴史的・文化的資産を活かしたまちづくりを

推進する。  

また、公益財団法人鍋島報效会をはじめ、まちづくり団体や佐賀市などによる「さが城下ま

ちづくり実行委員会」を組織し、歴史探訪会、佐賀城下に関する調査、情報集約、発信などを

行い、歴史・文化を活かしたまちづくりを実践している。  

 

 

「佐賀御城下繪図でまち歩き」文化御城下絵図と現代地図を重ね合わせたまち歩きマップ  
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５ 都市緑化の推進  

都市のみどりは、大気の浄化をはじめ生活環境の保全や都市景観を向上する等、多様な機能

を持つものであり、快適でうるおいのある都市環境を形成する上で、極めて重要な役割を果た

している。 

農村部の楊柳、鎮守の森や城内の老楠、貫通道路のいちょう並木は佐賀の誇りであり、象徴

でもある。また、市民の憩いの場として、神野公園、蓮池公園に代表される住区基幹公園

45.37ha、佐賀城公園、金立公園等の都市基幹公園 63.35ha、森林公園の広域公園 40.00ha が

あり、更に多布施川、嘉瀬川沿いなどに都市緑地 31.99ha、住区を連絡する緑道 1.08ha が開

設されている。 

(1) 都市公園・緑地総括表 ４－４ 

                           （令和 2 年 4 月 1 日現在） 

区   分 
面 積

（ha） 
箇 所 

平成 27 年度 

国勢調査人口 

市民一人当たり 

面  積（㎡） 

公 園 
計 画 150.96 43 

236,372 人 

6.39 

開 設 149.09  60 6.30 

緑 地 
計 画 48.07 

  

4 2.03 

開 設 33.07  11 1.39 

合 計 
計 画 199.03  47 8.42 

開 設 182.16 

  

71 7.71 

 

(2) 佐賀都市計画公園一覧表 ４－４ 

                           （令和 2 年 4 月 1 日現在） 

種   別 
公 園 番 号 

公  園  名 
計画面積 

（ha） 
開 設 

区分 規模 番号 

街区公園 

【計画】31カ所・ 7.66ha 

【開設】45カ所・11.74ha 

2 2 1 中 の 小 路 公 園 0.22 0.22 

2 2 2 堀 江 公 園 0.16 0.16 

2 2 3 三 溝 公 園 0.26 0.26 

2 2 4 古 賀 公 園 0.17 0.17 

2 2 5 新 家 公 園 0.29 0.29 

2 2 6 草 場 公 園 0.20 0.20 

2 2 7 大 藤 公 園 0.29 0.29 

2 2 8 田 代 公 園 0.36 0.34 

2 2 9 市 役 所 前 公 園 0.14 － 

2 2 10 八 戸 溝 公 園 0.31 0.31 

2 2 11 新 川 公 園 0.14 0.14 

2 2 12 天 神 公 園 0.25 0.25 

2 2 13 西 神 野 記 念 公 園 0.59 0.59 

2 2 14 下 田 公 園 0.25 0.25 
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種   別 
公 園 番 号 

公  園  名 
計画面積 

（ha） 
開 設 

区分 規模 番号 

街区公園 

【計画】31カ所・ 7.66ha 

【開設】45カ所・11.74ha 

2 2 15 大 財 公 園 0.21 0.21 

2 2 16 西 大 島 公 園 0.12 0.12 

2 2 17 高 木 公 園 0.13 0.13 

2 2 18 多 布 施 公 園 0.25 0.25 

2 2 19 新 栄 公 園 0.11 0.11 

2 2 20 新 村 公 園 0.10 0.10 

2 2 21 南 佐 賀 公 園 0.49 0.49 

2 2 22 鍋島区画記念公園 0.24 0.24 

2 2 23 し ら さ ぎ 公 園 0.20 0.20 

2 2 24 西 中 野 公 園 0.20 0.20 

2 2 25 東 中 野 公 園 0.20 0.20 

2 2 26 昭 栄 公 園 0.41 0.41 

2 2 27 東 寺 小 路 公 園 0.24 0.24 

2 2 28 下 村 公 園 0.10 0.10 

2 2 29 北 川 副 南 公 園 0.64 0.64 

2 2 101 西 寺 井 児 童 公 園 0.16 0.14 

2 2 201 築 山 児 童 公 園 0.23 0.32 

－ － － 諸富鉄橋展望公園 ― 0.47 

－ － － 大 津 児 童 公 園 ― 0.12 

－ － － サイクルパーク小杭公園  ― 0.34 

－ － － 修 理 田 公 園 ― 0.10 

－ － － 土 井 公 園 ― 0.20 

－ － － 藤 木 天 満 宮 公 園 

 

― 0.08 

－ － － 藤 木 中 央 公 園 ― 0.10 

－ － － 藤 木 公 園 ― 0.71 

－ － － 西中野天満宮公園 ― 0.16 

－ － － ね む の き 公 園 ― 0.47 

－ － － 西 中 野 西 公 園 ― 0.57 

－ － － 明 見 小 公 園 ― 0.05 

－ － － 西 中 野 橋 公 園 ― 0.07 

－ － － 久保田ふれあいクリーク公園 ― 0.31 

 － － － 東与賀ふれあい公園 ― 0.42 

 

近隣公園 

【計画】5カ所・12.30ha 

【開設】7カ所・16.28ha 

3 2 1 大 溝 公 園 1.00 1.00 

3 4 2 蓮 池 公 園 4.60 3.00 

3 3 3 本 庄 公 園 2.00 2.00 

3 3 4 巨 勢 公 園 2.90 2.51 

3 3 101 諸 富 公 園 1.80 1.80 

－ － － 夢 咲 公 園 ― 3.60 

－ － － ト ン ボ の 池 公 園 ― 2.37 
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種   別 
公 園 番 号 

公  園  名 
計画面積 

（ha） 
開 設 

区分 規模 番号 

地区公園 

【計画】3カ所・17.60ha 

【開設】3カ所・17.35ha 

5 4 1 神 野 公 園 5.60 5.40 

4 4 201 大 和 中 央 公 園 7.90 7.85 

4 4 1 佐 野 記 念 公 園 4.10 4.10 

総合公園 

【計画】2カ所・60.60ha 

【開設】3カ所・63.35ha 

5 5 2 佐 賀 城 公 園 33.20 28.60 

5 5 4 金 立 公 園 27.40 25.91 

― ― ― 干潟よか公園 (仮 ) ― 8.84 

広域公園 

【計画】1カ所・52.40ha 

【開設】1カ所・40.00ha 

9 6 2 森 林 公 園 52.40 40.00 

特殊公園 

【計画】1カ所・0.40ha 

【開設】1カ所・0.37ha 

8 2 1 松 原 公 園 0.40 0.37 

都市緑地 

【計画】3カ所・47.57ha 

【開設】9カ所・31.99ha 

第 1 号 嘉瀬川緑地 9.00 4.60 

第 2 号 中の島緑地 6.50 3.90 

第 3 号 多布施川河畔公園 32.07 21.24 

―  どんどんどんの森ふれあい広場 ― 1.54 

―  ルックワールド ― 0.13 

―  大津ふれあい公園 ― 0.05 

―  大津緑地 ― 0.09 

―  ファニチャーパーク ― 0.11 

―  諸富家具団地緑地 ― 0.33 

緑  道 

【計画】1カ所・0.50ha 

【開設】2カ所・1.08ha 

第 4 号 青丸緑道 0.50 0.63 

―  山領緑道 ― 0.45 

合    計 

〔計画〕47 カ所・199.03ha  

〔開設〕71 カ所・182.16ha その他（開発公園等 461 カ所 24.99ha） 

※ 佐賀市内において 1 人当たりの公園面積 7.85 ㎡（1,821,600 ㎡÷231,896 人） 

※ 人口：住民基本台帳（令和 2 年 3 月末日時点）  

 

(3) 緑化活動の推進 ４－４ 

樹木や花などのみどりは、二酸化炭素の吸収、大気の浄化、地球温暖化の防止等の機能

を有している。また、人と自然が共生する良好な都市環境の形成に大きく寄与することか

ら、みどりあふれるまちづくりを推進するために様々な事業に取り組んでいる。 

① 緑化推進事業 

ア 花づくりボランティア団体及び自治会等への花苗等の支援 

自主的かつ継続的に緑化活動を行う花づくりボランティア団体（220 団体）へ花苗及
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び緑化資材を配布している。（R1 花苗 118,314 苗、球根 11,820 個、種 20.5kg その他

肥料・土などの資材） 

※ 花苗 118,314 苗のうち 95,000 苗は、福祉事業所に育苗を委託 

イ 公共施設への花苗配布 

保育・幼稚園及び小・中学校、高等学校及び公民館等の公共施設に年 2 回花苗の配布

を行っている。（R1 花苗 60,000 苗 春 233 箇所、秋 225 箇所） 

※ 花苗はすべて福祉事業所に育苗を委託 

ウ 緑化協定・緑化支援補助 

  市民及び事業者が、接道部の緑化を推進することを市と協定締結した場合、植栽等の

経費について支援を行っている。 

 補助金額：緑化経費の 1/2 （上限は 5 万円） 

（R1 緑化支援補助金交付件数 1 件） 

エ 民間施設・公共施設の緑化協議 

一定規模以上の開発等の行為を行う場合「佐賀市みどりあふれるまちづくり条例」に

基づき、敷地内の緑化について協議を行い、緑化計画書の提出を求めている。 

  オ 都市計画法第 32 条の規定に基づく公共施設の管理者との同意・協議 

    敷地面積が 3,000 ㎡以上の開発許可の申請をする場合、あらかじめ公園・緑地・広場

について協議を行い、協議書を締結する。 

② 緑化啓発事業 

ア 花とみどりのまちづくりリーダー 

  みどりあふれるまちづくりを先導する人材の育成を目的として、花とみどりのまちづ

くりリーダーを養成し、市役所周辺、駅前街かど広場、市立図書館周辺の花壇づくりを

行っている。 

イ パークメイト 

    市内公園で緑化活動ができる人材の育成を目的として、パークメイト（公園サポー 

ター）を養成し、神野公園、金立公園、本庄公園を中心に樹木の剪定などの活動を行っ

ている。 

ウ みどりを楽しむ教室 

各校区公民館等において花づくりに関する講座を開催し、市民の緑化知識の向上に寄

与している。 

エ 寄せ植えコンテスト・みどりと花のフォトコンテスト 

緑化に対する意識の高揚を目的として、寄せ植えコンテスト及びみどりと花のフォト

コンテストを開催している。 

オ facebook ページ『みどり、はじめました。』 

佐賀市内のみどりに関する情報や、イベントなどを週に 1、2 回のペースで発信して

いる。 

カ 金立公園コスモス祭 

都市緑化月間（10 月）におけるみどりの普及啓発を目的として毎年開催している

（28 回目）。 

③ 保存樹保護事業 

市民の皆さんとともに、市内に残る古い樹木や大きな樹木を守り、未来へ引き継いで
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いく事業に取り組んでいる。令和 2 年 3 月末までに 71 本を「保存樹」として指定して

いる。 

④ 緑の募金事業 

ア 緑の少年団支援（活動団体：4 団体） 

地域内外での緑化活動に要する経費を助成している。 

イ 森林づくりボランティア団体支援（活動団体：6 団体） 

活動に要する経費の一部を支援している。 

ウ 森林・緑の県土づくり活動支援（活動団体：9 団体） 

森林づくりを目的とした森林の整備活動等に要する経費を助成している。 

エ 地域環境緑化  

ⅰ 自治会・子ども会等が実施する植樹活動への樹木や緑化資材を配布している。（R1 

279 本植樹） 

ⅱ 枝打ち体験などができる緑化イベント（活樹祭）を開催している。 

ⅲ 名木・古木の治療を行っている。 

オ 普及啓発事業 

   ⅰ 街頭募金活動を行っている。 

   ⅱ 名木・古木ツアー、みどりの自由研究を開催している。 

   ⅲ 樹名板を作成し、学校等へ配布している。 

 

(4) 公園の整備 ４－４ 

公園施設の機能保全・向上対策による安全性の確保など、都市公園における総合的な安

全・安心対策事業を緊急かつ計画的に実施し、誰もが安全で安心して利用できる都市公園

の整備を推進することを目的としている。令和元年度は、14 公園について遊具、八つ橋等

の改修工事を行った。 

 

(5) 児童遊園の運営 ５－１ 

児童の健全な遊び場として、市立児童遊園･市立児童広場を設置している。 

 

○ 市立児童遊園                   (令和 2 年 4 月 1 日現在) 

 名    称 設 置 場 所 設置年月日 面積（㎡） 

1 循 誘 児 童 遊 園 東佐賀町 昭 3 5． 4． 1 655 

2 双 葉 児 童 遊 園 本庄町大字本庄 昭 3 7． 9． 1 1,256 

3 愛 敬 島 児 童 遊 園 愛敬町 昭 4 0． 4． 1 940 

4 た し ろ 児 童 遊 園 田代二丁目 昭 45． 1． 15 1,514 

5 中 の 館 児 童 遊 園 中の館町 昭 45． 11． 4 1,324 

6 城 北 児 童 遊 園 高木瀬東六丁目 昭 52． 3． 30 696 

7 城 西 児 童 遊 園 光二丁目 昭 52． 3． 30 456 

8 高 木 団 地 北 児 童 遊 園 若楠三丁目 昭 54． 8． 27 1,108 
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9 高 木 団 地 南 児 童 遊 園 若宮三丁目 昭 54． 8． 27 567 

10 ほ が ら か 児 童 遊 園 開成五丁目 昭 60． 5． 1  537 

11 あ お ぞ ら 児 童 遊 園 開成六丁目 昭 60． 5． 1  657 

12 な か よ し 児 童 遊 園 八戸溝三丁目 昭 60． 5． 1  482 

13 本 庄 団 地 児 童 遊 園 本庄町大字本庄 昭 60． 5． 16 551 

14 光 法 児 童 遊 園 北川副町大字光法 平 3 ． 4 ． 1 590 

15 平 尾 児 童 遊 園 高木瀬町大字長瀬 平 17． 5． 16 847 

16 松 尾 児 童 遊 園 三瀬村杠 昭 和 48 年 度  1,052 

○ 市立児童広場                   (令和 2 年 4 月 1 日現在) 

 名    称 設 置 場 所 設置年月日 面積（㎡） 

1 高 木 中 広 場 若楠三丁目 昭 52． 3． 30 859 

2 高 木 南 広 場 若宮三丁目 昭 52． 3． 30 950 

3 城 西 広 場 光二丁目 昭 52． 3． 30 630 

 

(6) 地区児童遊園地の補助制度 ５－１ 

地元自治会等の協力により管理されている各地区の児童遊園地について、遊具等の新

設・補修の際に、佐賀市と社会福祉協議会が補助・助成を行っている。  

① 補助基準 

ア 新設 

 補助･助成基準 限 度 額 

佐賀市 新設費 × 0.5 15 万円 

市社協 新設費 × 0.3 10 万円 

イ 補修 

 補助･助成基準 限 度 額 

佐賀市 補修費 × 0.5 9 万円 

市社協 補修費 × 0.3 6 万円 

② 令和元年度実績 

件    数：17 件 

補助・助成額：1,388,400 円 
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６ 建築指導 

 (1) 建築基準法施行事務 ２－７  

建築基準法には安全で快適な建築物と住環境を創出するために必要な基準と手続きが定

められている。 

新築や増改築などをする場合には、事前に建築確認申請書を提出し、その計画が建築基

準法及び関係規定に適合しているかを確かめることになっている。着工後は、工事途中で

の中間検査と工事完了後の完了検査を受けることになっており、これらの一連の手続きを

経て使用できることになる。なお、建築確認・検査については、民間の指定確認検査機関

でも受けることができるようになっている。 

また、佐賀市では中高層建築物や携帯電話の電波塔及びワンルームアパートの建築に伴

うトラブルを防止するために近隣住民への説明やトラブル発生時の調整、調停制度を盛込

んだ条例を定め、より快適な住環境の創出に取り組んでいる。  

①    令和元年度建築確認申請等処理状況  

種    別 建  築  物 建 築 設 備 工  作  物 

確 認 通 知 等 交 付 1244 34 21 

  市 263 15 12 

  指 定 確 認 機 関 981 19 9 

変 更 確 認 通 知 等 交 付 68 0 0 

  市 30 0 0 

  指定確認機関 38 0 0 

検 査 済 証 交 付 1195 30 9 

  市 251 14 8 

  指 定 確 認 機 関 944 16 1 

中 間 検 査 合 格 証 交 付 621 － － 

  市 97 － － 

  指 定 確 認 機 関 524 － － 

許可・承認申請等交付 24 － － 

  市 24 － － 

適 合 性 判 定 38 － － 

  市(構造) 15 － － 

 市(省エネ) 5 － － 

 指定確認機関(構造) 16 － － 

  指定確認機関(省エネ) 2 － － 
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②   令和元年度道路の位置指定件数及び延長  

指 定 件 数  (件) 

 

 

6 

指 定 総 延 長  (ｍ) 180.34 

※ 変更・廃止申請を含めず 

③ 令和元年度建築指導関連届出等状況  

建築計画概要書閲覧件数 792 

諸証明件数 526 

建築相談件数 10 

優良住宅認定件数 0 

工場立地法届出件数 6 

バリアフリー法届出件数 0 

省エネ法届出件数 64 

長期優良住宅認定件数 324 

福祉のまちづくり条例新築等届出件数 25 

佐賀市中高層建築物等の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例 5 

佐賀市ワンルーム形式集合建築物に関する指導要綱 2 

④ 令和元年度違反建築物取締状況  

違反建築物件数 11 

違反建築物是正件数 11 

 
 

 (2) 開発行為許可事務 ２－４ 

市域において開発行為（主として建築物の建築の用に供する目的で行う土地の区画形質

の変更をいう）を行う場合、市長の許可を受ける必要がある。 

市街化区域内の開発行為については、1,000 ㎡以上で許可が必要になり、市街化調整区

域内では農林漁業の用に供するものなど、一定のものを除き開発行為は禁止されている。 

また、非線引都市計画区域での開発行為については 3,000 ㎡以上、都市計画区域外での

開発行為については、10,000 ㎡以上で許可が必要になる。 
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① 開発行為許可（都市計画法第 29 条） 

区域 

年    度 平成 30 年度 令和元年度 

予定建築物等 
34 条 

該当条文 
件数 

開発面積 

（㎡） 
件数 

開発面積 

（㎡） 

市

街

化

区

域 

共 同 住 宅  2 3,838.77 1 4,874.40 

宅 地 分 譲  5 14,217.73 4 16,070.66 

店 舗  1 1,894.21 1 1,958.85 

工 場     1 5,846.73 

事 務 所       

ガソリンスタンド       

区域 

年    度 平成 30 年度 令和元年度 

予定建築物等 
34 条 

該当条文 
件数 

開発面積 

（㎡） 
件数 

開発面積 

（㎡） 

市

街

化

区

域 

倉 庫       

公 益 施 設       

そ の 他      

小   計  8 19,950.71 7 28,750.64 

市

街

化

調

整

区

域

 

日 用 品 店 舗 等 34 条 1 号 1 177.00 1 3,173.75 

公 共 公 益 施 設 34 条 1 号 3 14,557.77 3 15,882.85 

農 林 漁 業 用 34 条 4 号   1 2,090.4 

工 場 34 条 7 号 1 7,217.05   

ド ラ イ ブ イ ン 34 条 9 号     

ガソリンスタンド 34 条 9 号     

地 区 計 画 34 条 10 号   1 76,946.06 

条 例 に よ る 許 可 34 条 11 号 58 107,638.41 57 111,161.86 

条 例 に よ る 許 可 34 条 12 号 8 3,724.35 9 6,915.75 

そ の 他 34 条 14 号 8 10,923.53 2 31,131.72 

工 場 団 地 34 条の 2     

小   計   79 144,238.11 74 247,302.39 

合    計 85 161,050.87 81 276,053.03 

都市計画区域外       
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② 市街化調整区域の建築許可（都市計画法第 42 条・43 条） 

区     分 年  度 平成 30 年度 令和元年度 

建 築 物 用 途 
34 条 

該当条文 
件数 

面  積 

（㎡） 
件数 

面  積 

（㎡） 

日用品店舗・ドライブイン

等 

34条 1～9号 5 15,030.47 4 14,084.93 

条 例 に よ る 許 可 34 条 11 号 39 22,030.65 27 14,755.19 

条 例 に よ る 許 可 34 条 12 号 73 22,342.27 106 35,577.05 

そ の 他 34 条 14 号 7 19,743.24 6 34,074.79 

合   計   124 79,146.63 143 98,491.96 

 

(3) 土地取引の規制に関する事務 ２－４ 

一定規模（市街化区域 2,000 ㎡、市街化調整区域 5,000 ㎡、都市計画区域外 10,000 ㎡）

以上の一団の土地について、土地売買等の契約を締結した場合は、国土利用計画法第 23 条

に基づき市長を経由して知事に届け出なければならない。 

① 国土利用法に基づく届出状況  

国土利用計画法 

第 2 3 条 届 出 

年  度 平成 30 年度 令和元年度 

区  域 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 

市街化区域 13 46,813.51 

 

16 70,610.29 

市街化調整区域 2 

 

137,475.82 

 

4 78,254.35 

都市計画区域外 1 

 

20,056.25 

 

3 144,446.59 

合  計 16 

 

204,345.58 

 

23 293,311.23 

 

 (4) 景観形成事業 ４－４ 

本市では、平成 2 年度に「佐賀市都市景観基本計画」を策定、平成 4 年度に「佐賀市都

市景観条例」を制定し、市民共有の財産である佐賀市の景観を守り、育て、つくるための

さまざまな施策に取り組んできた。 

平成 17 年の景観法施行後、本市も景観行政団体に移行し、平成 24 年度には景観法に基

づく「佐賀市景観条例」及び「佐賀市景観計画」を施行、これまでの取り組みをさらに推

進するための体制を整え、景観計画区域における行為の届出、景観形成地区の指定、景観

重要建造物等の指定及び景観賞の表彰などを行い、市内全域の良好な景観形成の推進に取

り組んでいる。 

①   景観計画区域における行為の届出等（令和元年度） 

種  別 柳 町 城 内 それ以外 合  計 

届 出 1 6 56 63 

変 更 届 出 0 5 7 12 

通 知 1 3 26 30 

合  計 2 14 89 105 
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② 景観形成地区 

都市景観条例において指定した都市景観形成地区を、景観条例においても景観形成地区

に指定したものとみなし、重点的な景観誘導を行っている。 

指 定 地 区 名 備  考 

長崎街道・柳町景観形成地区 平成 11 年度※1 

城内景観形成地区 平成 14 年度※1 

※1 都市景観形成地区の指定年度  

③ 景観重要建造物等の指定  

年 度 平成 24 年度 平成 25 年度  平成 26～30年度 令 和 元 年 度 合 計 

指定件数 2 1 0 0 3 

※ 都市景観重要建築物等として 30 物件を指定（平成 14 年度から平成 23 年度まで） 

④ 景観賞 

  応募総数 作品総数 受 賞 作 品 数 

平成 27 年度 171 

 

124 

 

4 

平成 28 年度 182 159 5（うち 1 件は特別表彰） 

平成 29 年度 249 197 3（うち 1 件は特別表彰） 

平成 30 年度 223 176 5（うち 1 件は特別表彰） 

） 令和元年度 202 147 4（うち 1 件は特別表彰） 

 

(5) 風致地区内行為の許可事務 ４－４ 

風致地区とは、良好な環境を維持するために都市計画で定められた地区であり、地区内

の建築・開発行為や樹木の伐採等について一定の規制を行うことにより、生活環境を維持

するもので、市内では松原公園風致地区及び神野公園風致地区がある。  

風致地区内では、建築物の新築・改築、宅地の造成、木竹の伐採等を行う場合は許可が

必要である。 

 地区内行為の許可状況 

年   度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

建築行為等の許可件数 3 2 1 1 1 

 

(6) 建設リサイクル法に関する事務 ４－２ 

大量生産、大量消費、大量廃棄型社会から資源循環型社会への転換を図るため、｢建設工

事にかかる資源の再資源化等に関する法律｣(建設リサイクル法)が平成 14 年 5 月 30 日に施

行された。 

法施行に伴い、一定規模以上で特定建設資材が発生・使用される工事を対象とし、現場

での分別解体・再資源化及び対象の届出が義務付けられた。  

① 一定規模以上の工事  

解体    80 ㎡以上 

新築、増築   500 ㎡ 
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修繕・模様替   1 億円以上（契約額） 

その他工作物等の土木工事 500 万円以上（契約額） 

③   特定建設資材（4 品目） 

コンクリート・アスファルト・木材・コンクリート二次製品  

◎ 建設リサイクル法に基づく届出・通知等状況 

年   度 平成 30 年度 令和元年度 

種   別 届出件数 通知件数 合  計 届出件数 通知件数 合  計 

解   体 496 9 505 498 6 504 

新築・増築 39 8 47 36 10 46 

リフォーム 5  5 7 0 7 

工 作 物 66 136 202 42 157 199 

合   計 606 153 759 583 173 756 

 

 (7) 屋外広告物対策事務 ４－４ 

平成 17 年度に佐賀県屋外広告物条例の権限移譲を受け県条例に基づく許可事務を開始し、

平成 20 年度に佐賀市屋外広告物条例を施行、屋外広告物の許可、違反広告物の指導・助言、

屋外広告物の調査・把握、簡易広告物の除却などの業務を行っている。 

①   屋外広告物許可件数等 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

許可申請数（件） 811 625 463 779 610 

許可物件数（枚） 3,732 2,588 3,022 3,387 2,765 

手 数 料（円） 6,442,350 6,514,240 3,962,500 4,940,280 4,065,310 

② 簡易広告物（立看板、はり札、はり紙）の除却件数 

種 類 別 平成 27年度 平成 28 年度 平成 29 年度

度 

平成 30 年度 令和元年度 

は り 紙 1,607 1,190 47 233 67 

は り 札 150 398 206 103 157 

広 告 旗 1 0 0 0 0 

立 看 板 45 40 29 48 22 

合   計 1,803 1,628 282 384 246 

 

(8) 空家等対策事務 ４－３ 

「空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 27 年 5 月全面施行)」、「佐賀市空家空

地等の適正管理に関する条例(平成 25 年 7 月施行、平成 30 年 10 月一部改正)」及び「佐

賀市空家等対策計画(平成 29 年 3 月策定)」に基づき、近隣の住民に対して何等かの危険

或いは衛生的な害を与える可能性がある空き地・空き家 (以下、この項では、「空き家

等」という。)について、その所有者や管理者に対して、除草や老朽家屋の適正管理など

を行うよう指導を行った。また、空き家等の危険な状態を解消するために、建物等の除去

を講じる者に対し、その除去費用の一部を助成している。 
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市内にある空き家等及び跡地の活用促進を図るため、「佐賀市空き家等情報登録制度」

を平成 31 年 3 月に策定し、令和元年度から本格的に運用を開始している。なお、この制

度策定に先立ち、平成 31 年 2 月「佐賀県宅地建物取引業協会」及び「全日本不動産協会

佐賀県本部」の両協会と本制度への協力協定を締結した。 

○空き地・空き家の苦情相談件数 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

空 き 地 67 件 47 件 53 件 36 件 

空 き 家 278 件 287 件 355 件 368 件 

合  計 345 件 334 件 408 件 404 件 

※苦情相談件数には除去費助成、寄附申出、相続、売却等に関する相談件数も含む。 
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７ 道路 ２－６ 

(1) 道路状況（市道） 

                               （Ｒ2.4.1 現在） 

  路線数 実延長(ｍ) 舗装道(ｍ) 舗装率(％) 道路部面積(㎡) 

佐 賀 2,829 

 

840,898.4 819,066.5 

 

97.4 5,067,061 

諸 富 481 116,814.5 113,593.6 97.2 596,210 

大 和 428 160,804.3 

 

155,711.3 96.8 858,831 

富 士 191 145,442.3 141,442.7 97.3 883,930 

三 瀬 52 45,565.4 44,753.6 98.2 278,192 

川 副 583 238,332.5 

 

229,418.3 96.3 1,052,317 

東 与 賀 221 111,001.1 110,958.1 100.0 539,951 

久 保 田 231 97,511.5 97,406.0 99.9 486,936 

 計 5,016 1,756,370.0 

5 

1,712,350.1 97.5 9,763,428 

 

(2) 橋りょう状況（市道） 

                               （Ｒ2.4.1 現在） 

 
木橋 永久橋 計 

個数 延長(ｍ) 個数 延長(ｍ) 個数 延長(ｍ) 

佐 賀 1 

 

4.1 1,676 9,422.4 1,677 9,426.5 

諸 富 0 0 152 754.1 152 754.1 

大 和 0 0 202 1,465.9 202 1,465.9 

富 士 0 0 140 2,495.8 140 2,495.8 

三 瀬 0 0 39 459.7 39 459.7 

川 副 0 0 406 1,672.6 406 1,672.6 

東 与 賀 0 0 132 658.3 132 658.3 

久 保 田 0 0 89 679.6 89 679.6 

計 1 

 

4.1 2,836 17,608.4 

 

2,837 

 

17,612.5 

 

(3) 道路関係予算の年度別推移 

道 路 関 係 予 算 の 

年 度 別 推 移 
27 28 29 30 R1 年度 

 

R1 年度事業費 

(千円) 

事 業 費 25.0 30.3 25.9 26.4 30.9 億円 3,089,374 

道 路 維 持 費 25 24 26 31 32 ％ 981,641 

道 路 新 設 改 良 費 28 26 29 25 30 ％ 934,431 

交 通 安 全 対 策 事 業 費 3 3 3 3 3 ％ 80,000 

橋 り ょ う 新 設 改 良 費 19 17 21 20 17 ％ 530,689 

街 路 事 業 費 

 

25 30 21 21 18 ％ 562,613 
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(4) 佐賀市市道認定基準について（要綱より抜粋） 

① 一般的基準 

ア 市道として認定する道路は、不特定多数の者の通行の用に供し、かつ、次に掲げる要

件を具備する道路でなければならない。 

ⅰ 道路の幅員が 4 メートル以上であり、当該道路の敷地となる土地の境界が明確であ

ること。 

ⅱ 道路の敷地を直ちに佐賀市に無償で譲渡することができ、当該敷地に所有権以外の

権利の登記がなされていないこと。 

ⅲ 道路の起点が国県市町道（以下「公道」という。）に接続し、終点が公道又は公共

施設（水路、河川、都市下水路等を除く。以下同じ。）に接続していること。 

ⅳ 道路の線形、縦断、勾配等が道路構造令（昭和 45 年政令第 320 号）及び佐賀市道

路の構造の技術的基準等を定める条例（平成 25 年佐賀市条例第 2 号）の規定に適合

し、かつ、道路の排水施設が充分な処理能力を有し、流末処理に問題がないこと。 

ⅴ 道路の舗装が、認定した後 2 年以上補修を要しない強度を有すること。 

ⅵ 道路に道路管理上の支障物件がないこと。 

イ 終点が公道又は公共施設に接続していない袋路状道路で、建築の用に供する目的の土

地 5 区画以上が隣接し、かつ、次のいずれかの要件を具備するものは、上記アのⅲの要

件を具備しているとみなすことができる。 

ⅰ 道路の延長が 35 メートル以下であること。 

ⅱ 道路の幅員が 6 メートル以上であること。 

ⅲ 終端及び区間 35 メートル以内ごとに建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）

第 144 条の 4 第 1 項第 1 号ハの自動車の転回広場が設けられていること。 

ⅳ 昭和 45 年以前に築造されたこと。 

② 特例条項 

ア 昭和 30 年以前に設置された不特定多数の通行の用に供している道路は、その幅員を

2.5 メートルまで緩和することができる。 

イ 山間部において、住民の生活上必要と認められる道路 

※ 山間部とは佐賀市大和町、富士町、三瀬村の都市計画区域外の区域とする。 

③ 手続き 

 ア 市道の認定又は変更を受けようとする者は、市道認定及び道路敷地寄付申請書を市長

に提出しなければならない。 

 イ 市長は、申請書を受理したときは、必要な調査を行い、その内容について佐賀市道路

認定委員会の審議を得るものとする。 

 

(5) 私道等整備補助金について 

① 目的 

市道として認定することが困難な私道等の整備工事へ補助金を交付することにより、私

道等の生活環境の向上および交通安全に資すること。 

② 整備工事 

舗装工事、側溝排水施設工事、橋りょう工事、防護柵工事、護岸工事 
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③ 対象 

ア 5 戸以上の家屋が立ち並び利用されている道路 

イ 幅員 2.5m 以上、ただし交通安全のための自転車・歩行者専用道路で、特に市長が認

めたものについては、1.5m まで。 

ウ 一方が公道に通じている道路、ただし橋りょう工事は公道から公道に通じている私道

等 

④ 補助金の額 

ア 舗装工事  50% 

イ 側溝排水施設工事 50% 

ウ 橋りょう工事  50% 

エ 防護柵工事  50% 

オ 護岸工事  50% 

※ 補助金の総額が 10 万円未満の場合は、補助金を交付しない。 

 

 (6) 放置自転車対策事業 

市街地は佐賀平野の中心部に位置し、大半が高低差の少ない地形でコンパクトであるた

め、自転車利用者が非常に多い。管内にはＪＲ九州の駅が 4 ヶ所あり、特に特急電車が利

用できる佐賀駅周辺には、福岡市などの近郊都市へ通勤・通学する人々の自転車が多い。

また、買い物や食事を目的とした一時的な放置自転車も多く見受けられる。 

通勤通学者の自転車・原付バイク利用の利便を図るため、ＪＲ佐賀駅周辺に、平成 5 年

3 月末に 3 ヶ所の自転車駐車場を整備し、同年 4 月 1 日から｢佐賀市自転車駐車場条例｣と

｢佐賀市自転車等の放置防止に関する条例｣を施行した。 

さらに、同年 7 月 1 日にはＪＲ佐賀駅周辺を自転車等の放置禁止区域に指定し、即日強

制撤去を開始した。条例が施行される前は、多い日で一日に 1,500 台程度の自転車やバイ

クが放置されていたが、現在は 4 台程度の放置となっている。 

平成 16 年度から 18 年度にかけて、放置が多い佐賀駅の南北の市道上に路上コイン式駐

輪機 154 台を設置した。3 ヶ所の自転車駐車場と同じく、2 時間まで無料、1 日 1 回 100 円

で自転車利用者の利便に供している。利用者も多く、放置台数の減少にも貢献している。 

また、佐賀駅東自転車駐車場については、平成 22、23 年度に駐輪器具の改修工事を行い、

佐賀駅西自転車駐車場については、平成 27 年度に便所の改修工事、平成 28 年度に保全工

事（鉄骨柱塗装、通路床防水、フェンス塗装等）を行った。サイクルラック入れ替えは、

平成 28 年度に 463 台、平成 29 年度に 552 台、平成 30 年度に 526 台、令和元年度に 260 台

の計 1,801 台であり、既存 10 台を含め、サイクルラックの合計は 1,811 台である。 

放置禁止区域内の放置自転車については、会計年度任用職員 3 名で毎日撤去を行ってお

り、返還時に移動・保管に要する費用として、自転車は 1,500 円、原付バイクは 2,000 円

を所有者から徴収している。引取りがない自転車については、スクラップとして処分する

か、福祉事業を行っている NPO 法人に無償譲渡し、整備等を行われリサイクル自転車として

販売される。 

この放置自転車対策事業をより効果的に行うため「佐賀市放置自転車等対策協議会」を

設置し協議を行なっている。 

（自転車駐車場における収容可能台数 合計 3,784 台 令和 2 年 4 月現在） 
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○ 自転車駐車場使用料                     （Ｒ2.4.1 現在） 

使用の種別 使用期間 自転車 原付バイク 

定期使用 

学 生 

1 か月 1,040 円 1,580 円 

3 か月 2,870 円 4,300 円 

6 か月 5,320 円 7,990 円 

 一 般 

1 か月 1,270 円 1,910 円 

3 か月 3,460 円 5,220 円 

6 か月 6,390 円 9,600 円 

一時使用 1 日（1 回）   100 円   150 円 
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○ 放置禁止区域・自転車駐車場・自転車保管所案内図  

 

 

 

 

 

 

 

　駐輪場 27年度 28年度 29年度

利用状況 駐輪台数（１日平均：台） 利用率

令和元年

駅北口路上自転車駐車場
（50台）

80 77 80 89 81 160.0% 154.0% 160.0%

30年度 令和元年 27年度 28年度 29年度 30年度

178.0% 162.0%

166.3%
駅南口路上自転車駐車場

（104台）
154 155 158 173 152.9%

駅北自転車駐車場
（250台）

235 221 217 218 179 94.0% 88.4% 86.8% 87.2% 71.6%

159 148.1% 149.0% 151.9%

駅西自転車駐車場
（1814台、令和元年度よ

り1896台）

1,620 1,635 1,680 1,683 92.6% 92.8% 88.4%

88.2% 101.8% 103.8% 99.6%960 921 964

89.3% 90.1%1,677

98.1% 94.9%

※原付バイク含まず

104.2%

計
※平成27年度3143台

※令和元年度3225台

2,905 3,030 3,095 3,084 3,060 92.4% 96.4% 98.5%

駅東自転車駐車場
（925台）

816 942

平成27年度～令和元年度 佐賀市自転車等駐車場稼働率及び利用者数
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(7) 都市計画道路 

都市活動の大動脈である都市計画道路は昭和 6 年 9 月 29 日最初の 13 路線が決定された

後逐次増加し平成 17 年 10 月及び平成 19 年 10 月の市町村合併を経て現在では 89 路線、

149,690m が決定されるに至った。 

これらの都市計画道路の中には計画決定をして半世紀以上も整備を行っていない路線も

存在し、都市施設であることから道路の計画区域内に建築制限がかかり、計画的な土地利

用ができないなど、全国的な問題となっている。佐賀市では、全国的にも早く平成 16 年度

より佐賀市都市計画道路網再編検討委員会において、都市計画道路網の見直しを行い、旧

佐賀市にあっては平成 17 年 12 月に、また旧大和町にあっては平成 18 年 12 月に都市計画

道路網の見直し方針を公表し、順次都市計画変更の手続きを行っている。なお、旧諸富町

における 2 路線の都市計画道路は、全て整備が完了している。 

現在の都市計画道路の整備状況は 7 割強で、近年では城内線、神野町八戸溝線、環状東

線などの整備を県事業において着手している。また、市の事業としては八戸天祐線、東高

木木角線の事業に着手している。 

    都市計画道路現況                    （令和 2.4.1 現在） 

規模 幅員の範囲 計画延長 改良済延長 概成済延長 
進 捗 率 

（改良済/計画） 

3 22m 以上～40m 未満 37,410m 32,610m 2,940m 87.2% 

4 16m 以上～22m 未満 71,580m 47,600m 3,860m 66.5% 

5 12m 以上～16m 未満 28,590m 19,700m 7,420m 68.9% 

6  8m 以上～12m 未満 8,880m 7,020m 670m 79.1% 

7  8m 未満 3,230m 3,230m 0m 100.0% 

89路線 149,690m 110,160m 14,890m 73.6% 

※ 改良済延長・・・道路用地が計画幅員どおり確保されており、一般の通行の用に供し

ている道路延長をいう。  

※ 概成済延長・・・改良済以外の区間のうち、路線として都市計画道路と同等の機能を

果たしうる現道の延長をいう。おおむね計画幅員の 2/3 以上または 4 車線以上の幅員を

要する道路とするが、必ずしも都市計画道路の区域内に含まれる道路とは限らない。 
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８ 排水対策 ２－２ 

(1) 排水体系 

本市の平坦部は、筑後川、城原川、巨勢川、嘉瀬川をはじめ多くの河川が運んだ土砂や

有明海の潮流により運ばれた泥土によって形成された肥沃で広大な平野である。  

しかし、低平地であり有明海の潮位がＴＰ＋3.0ｍにも及ぶため満潮位以下の地域は内水

被害が頻発しており、特に近年の経済成長は佐賀市を中心とする人々の低平市街地への集

中化、流域の開発による流出量の増大、また、地下水汲み上げによる地盤沈下とも重なっ

て水害被害も益々増大し、昭和 55 年 8 月の出水では 12,000 戸、平成 2 年 7 月の出水でも

12,000 戸の浸水被害が発生している。 

このような、洪水被害から守るために佐賀市とその周辺地区において昭和 55 年と平成 2

年の 2 度の水害後に河川激甚災害対策特別緊急事業の指定を受け、佐賀江川、巨勢川、新

川、八田江が改修され、また、中小河川事業では、巨勢川、中地江川、本庄江等の改修が

促進された。 

佐賀市東部地区排水の主河川である佐賀江川は、佐賀市街地東部より東流し、筑後川に

流入する河川で、巨勢川、中地江川の各河川で洪水を集め、佐賀江川、八田江、新川の 3

河川で筑後川、有明海に排水する本市の重要な河川である。また、佐賀市西部地区排水の

主河川である本庄江は、佐賀市街地西部排水の重要な河川である。 

このような地域を洪水氾濫から防御するための治水対策として、北部山間地域からの洪

水流量を巨勢川調整池及び佐賀導水路により軽減させ、中・下流部においては洪水流量を

スムーズに流下させるため、河道拡幅、ショートカット等河道改修、さらに河川末端には

排水ポンプを設置し洪水を処理するようにしている。 

 

(2) 排水対策 

近年の頻発する浸水被害に対して、被害を最小限にする取り組みを強化するため、平成

25 年度に佐賀市排水対策基本計画を策定した。さらに今後の取り組みを推進するため、計

画は令和 2 年度に改訂した。 

① 河川事業 

昭和 60 年 市街地から東へ流れ筑後川に通じる佐賀江川に蒲田津排水機場を毎秒 30 ト

ンの規模で建設 

昭和 63 年 市街地東部を南下する八田江に八田江排水機場を毎秒 20 トンから毎秒 30

トンに強化 

蒲田津排水機場を雨季前に毎秒 60 トンの能力に強化、完成 

平成 6 年 7 月から新川排水機場が毎秒 30 トンで稼動  

平成 7 年 八田江排水機場を毎秒 30 トン増設、合計毎秒 60 トンに改正、三間川と巨

勢川の合流点に毎秒 10 トンのポンプが完成 

佐賀江川の蛇行部をショートカットし、新たな農業用水路を整備する事業が完成 

平成 12 年 市街地西部を南下する本庄江に地蔵川排水機場が毎秒 10 トンで完成 
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平成 17 年 巨勢川調整池に毎秒 30 トンのポンプが完成 

平成 20 年 佐賀導水事業（巨勢川の洪水調節や市内河川への浄化用水供給を目的とす

る）完成 

平成 24 年 嘉瀬川ダムが完成し運用を開始 

② 雨水事業 

～昭和 62 年 大溝川雨水幹線 延長 3,800ｍを整備（市街地東部排水に効果） 

～平成 3 年 八田雨水幹線 延長 327ｍを整備（市街地南部排水に効果） 

～平成 6 年 下村雨水幹線 延長 950ｍを整備（東部新市街地排水に効果） 

～平成 20 年 下村雨水幹線 延長 1,200ｍを整備（東部新市街地排水に効果） 

～平成 25 年 大藤川雨水準幹線 延長 1,100ｍを整備（佐賀駅周辺部に効果） 

～平成 28 年 十間堀川雨水幹線 延長 650ｍを整備（中心市街地排水に効果） 

～平成 29 年 石塚雨水ポンプ場を整備（諸富市街地及び市街地東部排水に効果） 

～令和元年 厘外雨水ポンプ場を整備（市街地西部排水に効果） 
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９ 河川浄化 ２－２  

(1) 河川浄化運動 

① 「川を愛する週間」における清掃参加者の推移（人）  

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

春 46,517  46,226  45,350  44,919 45,708 

秋 51,044  45,548  39,500  44,097 44,864 

合計 97,561  91,774  84,850  89,016 90,572 

※ 実施日は町区によって異なる。 

※ 全ての町区が年 2 回清掃を行っているわけではない。 

② 「川を愛する週間」における清掃用具の借用申し込み状況 

  胴長 半長 長鎌 鎌 モカキ ガンヅメ ジョレン 
スコップ

※1 
一輪車 

舟 

※2 
金ホウキ コンテナ 

31 年春 2,158 1,954 567 4,272 1,296 895 108 1,556 963 366 1,102 12,467 

元年秋 2,373 2,218 625 4,223 1,306 1,084 111 1,672 947 508 1,182 13,760 

※1 剣先スコップと角型スコップの合算 

※2 ごみ回収用舟は大・中・小サイズの合算 

○ 清掃用具は無料で貸し出しを行っている（随時）｡ 

 

(2) ふれあい水辺の設置 

佐賀市水対策市民会議発足以来「清流をとり戻そう」を合言葉に、市民全体で積極的に

河川の清掃浚渫を実施してきた結果、昔の清流に戻りつつある。 

子どもの頃から、川とのふれあいを通して、自然環境の中で健全な遊びと河川浄化の精

神を学ぶため、幼児から小学校低学年を対象に昭和 58 年から 7 月下旬よりお盆までの期間

のみ、多布施川水遊び場として開放している。 

水遊び場の設置場所は、護国神社の境内に東に面した場所であり、市街地の中心部で水

遊びができるとあって、毎年大勢の子どもたちでにぎわっている。 

このユニーク事業が認められ、昭和 60 年に佐賀県河川愛護協会の表彰、昭和 61 年 5 月

には、日本河川協会の表彰を受け、さらには第 1 回「手づくり郷土賞」のふれあい水辺部

門で建設省（当時）から認定された。 

○ 令和元年度多布施川水遊び場利用者数（人） 

 幼 児 小学生 中学生 一 般 合 計 

利用者数 839 503 26 628 1,996 
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（R2.4.1現在）

地域 団　地　名
建　設
年　度

構　　造 棟　　数 戸　　数
住戸面積
（㎡）

所　　在　　地

厘 外 S33 準耐・準２ 4 34 19.83～34.71 末広二丁目5番

嘉 瀬 H23，24 中耐 3 87
45.3，66.0

76.50
嘉瀬町大字中原2456番地1～3

安 住 S36 準耐・木造 14 44
29.75
34.71

今宿町8番

道 崎 H26 中耐 2 58 49.57～62.31 巨勢町大字修理田289番地1

光 法 S38 準耐 12 41
31.40
36.36

北川副町大字光法1205番地2

兵 庫 H28 中耐 3 99 52.51～65.51 兵庫町大字渕2862番地1

S42～51 準耐 16 64 32.18～47.05
鍋島町大字蛎久9番地
鍋島町大字蛎久1番地

S51～53 中耐 11 200 51.69～55.80 鍋島町大字蛎久1番地

常 盤 S44～47 中耐 8 136 34.09～45.69 神園四丁目5番111～826号

南 佐 賀 S46 中耐 3 56
42.91
45.69

南佐賀三丁目6番111～338号

千 々 岩 S47,48 中耐 4 72
42.91
45.69

新郷本町27番111～438号

高 木 S48～51 中耐 5 80
45.69～
51.69

高木瀬西三丁目3番111～528号

築 地 S48～62 準耐・木２ 8 8
65.88
67.90

中折町1番21号

本 庄 S52～60 準耐 11 11 65.88 本庄町大字袋97番地1

天 祐 S46～62 準耐・木造 22 22
64.26
65.88

多布施三丁目12～14番

田 代 S57 準耐 6 6 65.88 田代二丁目8，9番

田 代 東 S60 準耐 5 5 65.88 巨勢町大字牛島569番地1

西 佐 賀 S55～60 中耐 10 216 58.29～64.43 鍋島町大字八戸溝1238番地1

鍋 島 西 S61～63 中耐 7 136 59.42 鍋島二丁目11番，16番

正 里 H1,2 中耐 4 80 59.42 本庄町大字本庄1038番地

西 与 賀 H3,4 中耐 5 80
45.46～
61.39

光三丁目14番111～526号

袋 H4,5 中耐 3 56 50.10～73.87 本庄町大字袋409番地2

楊 柳 H5～8 中耐 8 148 44.92～85.19 兵庫南三丁目9,10番

城 南 H7 中耐 2 24
54.70
67.01

本庄町大字袋126番地1

江 頭 H9～11
中耐
高耐

8 124 51.18～75.76 鍋島町大字森田841番地1

西 寺 井 S48～49 準耐 4 16 36.20～41.10 諸富町大字為重1585番地1

船 津 S50,51 中耐 2 32 52.40 諸富町大字徳富1047番地1

石 塚 S54～56 中耐 4 72 61.40～64.80 諸富町大字為重328番地1

東 寺 井 H11,12 中耐 4 72 56.47～72.63 諸富町大字為重898番地1

千 歳 H17 低耐 1 10
58.80
74.10

諸富町大字徳富1763番地6

諸
　
　
富
　
　
町

植 木

１０ 市営住宅 ２―７ 

(1) 市営住宅一覧 
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小 川 S48～52 準２ 12 72 42.75～58.80 大和町大字久池井1030,1031番地2

北 原 S42～44 準耐 11 44
32.18
37.30

大和町大字久池井1536番地1,7

上 戸 田 S44，48 準耐 3 12 32.18～40.79 大和町大字東山田1794番地1

池 上 S49～59 準耐 8 8
66.35
66.74

大和町大字池上1719番地他

花 久 保 S49～56 準耐 6 6
66.35
66.74

大和町大字久池井4002番地他

春 日 丘 S38 木造 60.0 大和町大字尼寺956番地11

小 副 川
永 渕

H2,10 木造、木２ 6 10 53.38～74.77 富士町大字小副川1406番地2

小 副 川
ひ な た

H10 木造、木２ 5 10
52.66
74.77

富士町大字小副川530番地35

小 副 川 峰 H11 木造、木２ 2 4
52.66
74.77

富士町大字小副川774番地1

中 原 H14,15 木造、木２ 5 10
55.60
75.20

富士町大字中原170番地2，
1163番地1

古 湯 本 村 H14 木２ 2 10
53.40
71.20

富士町大字古湯749番地

岸 高 H10,17 木造・木２ 7 14
54.65～
79.40

三瀬村三瀬2787番地1

広 瀬 S49 木造 3 8
41.10
44.40

三瀬村三瀬2318番地1

弥 栄 S63,H3 木２ 10 20 66.25～70.35 三瀬村三瀬2741番地84

弥 栄 第 ２ H5 中耐 1 11
24.70
37.05

三瀬村三瀬2741番地89

岩 屋
S43,54,

H4
木造、木２ 3 3

85.5,130.0,
74.50

三瀬村三瀬2614番地2，2696番地4

西 古 賀 S52,53 中耐 3 56 52.8,59.9 川副町大字西古賀1105番地1

鹿 江 H11,12 中耐 3 65 55.8～73.4 川副町大字鹿江1071番地1

東
与
賀
町

下 古 賀 S52,53 中耐 2 48 54.0～62.0 東与賀町大字下古賀1141番地3

久
保
田
町

福 所 S52,56 準耐 1 1 70.9
久保田町大字久保田1822番地，383
番地

292 2,501

川
副
町

大
　
　
和
　
　
町

富
　
　
士
　
　
町

合　　　　計

集会所として貸与

三
　
　
瀬
　
　
村

（R2.4.1現在）

地域 団　地　名
建　設
年　度

構　　造 棟　　数 戸　　数
住戸面積
（㎡）

所　　在　　地

楊 柳 H6,8 中耐 ※2 5
84.36～
85.19

兵庫南三丁目9,10番

江 頭 H10,11
中耐
高耐

※3 8 75.76 鍋島町大字森田841番地１

三
瀬
村

岸 高 H10,17 木２ 2 4
77.47
83.70

三瀬村三瀬2787番地1

川
副
町

鹿 江 H11,12 中耐 ※2 6 76.8 川副町大字鹿江1071番地1

※9 23

※　楊柳団地、江頭団地、鹿江団地の棟数は市営住宅の棟数に含まれる。

合　　　　計

旧
佐
賀
市

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 特定公共賃貸住宅一覧 

  

379


